
日本成長戦略本部・日本成長戦略会議
設置の詳細分析レポート

概要

2025年11月4日、高市早苗内閣は「日本成長戦略本部」を正式に設置し、第1回会議
を開催しました。この新組織は、岸田内閣の「新しい資本主義実現会議」の後継と
して位置付けられ、「危機管理投資」と「成長投資」を二本柱とした経済成長戦略
を推進する司令塔としての役割を担います内閣官房。

設置背景と目的

設置背景

日本成長戦略本部の設置は、国内外のリスクや社会課題に対して「先手を打った官
民連携の戦略的投資」を促進し、「世界共通の課題解決に資する製品、サービス及
びインフラを提供することにより、更なる我が国経済の成長を実現する」ことを目
的としています資料1。

主要目的

供給構造の抜本的強化: 日本経済の供給力を強化し、強い経済を実現

危機管理投資: リスクや社会課題に対して先制的に対応

成長投資: 未来の成長分野への戦略的投資

官民連携: 公共部門と民間部門の協働による投資促進
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/honbu/dai1/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/honbu/dai1/shiryou1.pdf


高市首相は第1回会議で、「日本の供給構造を抜本的に強化し、強い経済を実現する
ための成長戦略を強力に推進する」ことを強調しましたロイター。

組織構成と運営体制

本部構成

日本成長戦略本部の構成は以下の通りです資料1：

本部長: 高市早苗内閣総理大臣

副本部長: 木原稔内閣官房長官、城内実日本成長戦略担当大臣

本部員: 他の全ての国務大臣

日本成長戦略会議

本部の下に設置された「日本成長戦略会議」の構成は資料3：

議長: 内閣総理大臣

副議長: 内閣官房長官、日本成長戦略担当大臣

構成員: 

内閣府特命担当大臣（経済安全保障）

財務大臣

厚生労働大臣

経済産業大臣

防衛大臣

その他内閣総理大臣が指名する国務大臣

内閣総理大臣が指名する有識者（12名）

有識者としては、フランス大手銀行ソシエテジェネラル傘下のクレディ・アグリコ
ル証券チーフエコノミストの愛田卓司氏、元日銀政策委員会審議委員の片岡剛士氏
などが任命されましたロイター。
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https://jp.reuters.com/world/japan/SLSY5GYGMJJ3XFUSYP36JK4HIQ-2025-11-04/
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/honbu/dai1/shiryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/honbu/dai1/shiryou3.pdf
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/japan-pm-takaichi-creates-new-economic-growth-panel-gears-up-proactive-2025-11-04/


重点施策と戦略分野

主要テーマ

成長戦略の検討課題は大きく2つの柱に分かれています資料4：

1. 「危機管理投資」・「成長投資」による強い経済の実現

大胆な投資促進: 国際展開支援、人材育成、産学連携、国際標準化

官民投資促進策: 戦略分野ごとに担当大臣が策定

取りまとめ: 日本成長戦略担当大臣が全体を統括

2. 分野横断的課題への対応

新技術立国への戦略的支援

未来成長分野への人材育成: 大学改革、高専等の職業教育充実

スタートアップエコシステム構築

金融を通じた経済潜在力の解放

労働市場改革: 生産性の高い分野への円滑な労働移動

ワークライフバランス: 介護、育児によるキャリア中断の防止

賃上げ環境整備: 中小企業の生産性向上、事業承継

サイバー対処能力強化

17の戦略分野

重点的に投資が行われる17分野は以下の通りです資料4：

AI・半導体

造船

量子技術

合成生物学・バイオ

航空・宇宙
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/honbu/dai1/kentoujikou_set.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/honbu/dai1/kentoujikou_set.pdf


デジタル・サイバーセキュリティ

コンテンツ

フードテック

資源・エネルギー安全保障・GX

防災・国土強靱化

創薬・先端医療

フュージョンエネルギー

マテリアル（重要鉱物・部素材）

港湾ロジスティクス

防衛産業

情報通信

海洋

各分野には担当大臣が割り当てられ、関係省庁と連携して投資ロードマップを策定
します。最終的に2026年夏に新たな成長戦略を策定する予定です日本経済新聞。

国内外の報道と評価

国内メディアの評価

期待する声

日本経済新聞:  「供給力の抜本的強化」「複数年度にわたる予算措置のコミット
メント」に理解を示しつつ、民間主導とイノベーション支援を求めています日本
経済新聞。

読売新聞:  政権の看板政策の具体化として、17分野への官民投資促進を高く評価
しています読売新聞。
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https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA040Z90U5A101C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK043M00U5A101C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK043M00U5A101C2000000/
https://www.yomiuri.co.jp/economy/20251104-OYT1T50052/


懸念する声

選択と集中の欠如:  日本経済新聞は17分野が「重点と呼ぶには広く」「中国製造
2025」と重複する点を指摘し、真の「選択と集中」を求めています日本経済新
聞。

財政規律への懸念:  財政健全性指標の変更や、財政出動ありきの発想への警鐘が
鳴らされています。

海外メディアの報道

国際的な注目

ロイター:  「日本経済の供給構造を強化し、所得を増やし、消費者心理を改善
し、企業利益を押し上げ、税率を上げずに最終的に税収を増やす」ことを目標と
して報じていますロイター。

ジャパンタイムズ:  17の重要分野への投資計画を「来年夏までに成長と投資の青
写真を特定する」として、前向きに報道していますジャパンタイムズ。

ブルームバーグ:  高市首相の成長戦略策定への意欲を、民間投資拡大のロード
マップ作成と関連付けて報じています。

経済学者・シンクタンクの評価

肯定的な評価

デロイト: 日本経済の見通しについて、「政治変動、食品インフレの高まり、投資
コミットメント」を要因として分析していますデロイト。

野村證券:  2025年春闘での賃上げ見通しを5.0%と予測し、賃金上昇傾向を評価し
ています野村證券。

批判的な指摘

ノア・スミス経済学者は、日本が「デジタルサービス貿易赤字」に陥っている点を
指摘し、デジタル化の遅れを批判していますノア・スミス。
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https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK043M00U5A101C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK043M00U5A101C2000000/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/japan-pm-takaichi-creates-new-economic-growth-panel-gears-up-proactive-2025-11-04/
https://www.japantimes.co.jp/business/2025/11/04/economy/takaichi-government-panel-growth/
https://www.deloitte.com/us/en/insights/economy/asia-pacific/japan-economic-outlook.html
https://www.nomuraholdings.com/en/investor/presentation/main/0115/teaserItems1/00/tableContents/00/multiFileUpload30/link/2025_0109_prem.pdf
https://www.noahpinion.blog/p/economic-ideas-for-takaichi-sanae


野党・世論の反応

野党の反応

野党からは、派閥裏金問題や物価高対策などについて批判的な質問が寄せられてい
ますが、成長戦略本部自体に対する直接的な反論は限定的です産経新聞。

世論の動向

高市内閣の支持率は75.4%と高水準を維持しており、特に初の女性首相という点で高
い評価を受けていますFNN世論調査。

過去の成長戦略会議との比較

岸田内閣「新しい資本主義実現会議」との違い

組織構造:  岸田内閣の会議は全閣僚で構成される本部の決定に基づいていたのに
対し、高市内閣は首相主導の司令塔として機能

重点分野: 新しい資本主義会議は「成長と分配の好循環」を重視していたが、日本
成長戦略本部は「危機管理投資」と「成長投資」に焦点

アプローチ:  岸田内閣は賃上げ重視だったのに対し、高市内閣は供給構造強化と
産業競争力強化を重視

継続性

民間投資促進: 両政権とも官民連携を重視

国際競争力: 日本経済の国際的な立場強化を共通目標

イノベーション重視: 技術革新を成長の原動力と位置付け
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https://www.sankei.com/article/20251104-WPMK3OCEJFPMLLL2KTF6B2K4TU
https://topics.smt.docomo.ne.jp/article/fnn/politics/fnn-951443


課題と展望

主要課題

財政規律とのバランス: 大規模な投資計画と財政健全性の両立

選択と集中: 17分野という広範な重点分野の優先順位付け

民間主導の確保: 官主導になりすぎないよう配慮

国際競争力: 特に中国との競争における優位性確保

実効性の確保: 過去の成長戦略との違いと実行力

今後の展望

2026年夏: 新たな成長戦略の策定予定

民間投資の喚起: ロードマップに基づく具体的な投資促進

国際協力: 海外との連携・協力プロジェクトの展開

経済効果の測定: 具体的地指標による進捗管理

継続的な見直し: 環境変化に応じた柔軟な戦略調整

結論

日本成長戦略本部の設置は、高市内閣の経済政策の司令塔として重要な意味を持ち
ます。17の戦略分野への重点投資、「危機管理投資」と「成長投資」の二本柱によ
る経済強化は、日本経済の供給構造を抜本的に強化することを目指しています。

国内メディアからは期待と懸念が混在しており、特に「選択と集中」の必要性と財
政規律への懸念が指摘されています。海外メディアは比較的前向きに報道しており、
日本経済の再生に対する期待を示しています。

今後の課題は、広範な重点分野の実効的な優先順位付け、官民主導のバランス、財
政規律との両立、そして最重要な点は、これまでの成長戦略とは異なる実行力と成
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果の創出です。2026年夏に策定予定の新成長戦略が、日本経済の真の再生につなが
るかどうか、注目が集まっています。
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